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　国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学 単位：円

資産の部
Ⅰ 固定資産
1 有形固定資産
土地 1,237,061,502
建物及び附属設備 17,722,102,457
減価償却累計額 -938,514,921 16,783,587,536

構築物 832,173,042
減価償却累計額 -66,619,884 765,553,158

機械及び装置 242,328,000
減価償却累計額 -22,997,188 219,330,812

工具、器具及び備品 7,129,159,388
減価償却累計額 -2,110,388,522 5,018,770,866

図書 456,950,002
美術品・収蔵品 20,413,800
車両運搬具 11,824,906
減価償却累計額 -1,935,085 9,889,821

その他有形固定資産 24,334,247
有形固定資産合計 24,535,891,744

2 無形固定資産
特許権 27,454,871
ソフトウェア 82,478,484
電話加入権 384,000
その他の無形固定資産 70,267,415
無形固定資産合計 180,584,770
固定資産合計 24,716,476,514

Ⅱ 流動資産
現金及び預金 1,925,933,264
未収学生納付金収入 17,962,900
未収入金 42,332,696
たな卸資産 2,222,859
前渡金 214,200
前払費用 2,489,538
立替金 3,741,402
流動資産合計 1,994,896,859
資産合計 26,711,373,373

負債の部
Ⅰ 固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交付金等 272,713,344
資産見返寄附金 208,099,080
建設仮勘定見返運営費交付金等 44,037,519
資産見返物品受贈額 2,243,613,958 2,768,463,901

長期借入金
無利子借入金 1,137,409,332 1,137,409,332

長期未払金 1,037,648,983
その他固定負債 3,780,000
固定負債合計 4,947,302,216

Ⅱ 流動負債
運営費交付金債務 73,171,996
寄附金債務 506,950,602
前受受託研究費等 12,813,195
前受金 2,592,200
預り科学研究費補助金等 81,155,159
預り金 14,013,316
一年以内返済予定長期借入金 568,704,668
未払金 1,939,008,190
未払消費税等 28,420,200
引当金
賞与引当金 3,565,180 3,565,180

その他流動負債 420,000
流動負債合計 3,230,814,706
負債合計 8,178,116,922

資本の部
Ⅰ 資本金
政府出資金 18,814,433,163
資本金合計 18,814,433,163

貸借対照表
平成１７年０３月３１日
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Ⅱ 資本剰余金
資本剰余金 582,612,802
損益外減価償却累計額（－） -1,312,352,611
資本剰余金合計 -729,739,809

Ⅲ 利益剰余金（又は繰越欠損金）
前中期目標期間繰越積立金 -
積立金 -
当期未処分利益 448,563,097
（うち当期総利益） ( 448,563,097 )
利益剰余金合計 448,563,097
資本合計 18,533,256,451
負債資本合計 26,711,373,373

注）　運営費交付金から充当されるべき退職給付見積額　１，９５５，９３４，６８３円
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国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学 単位：円

経常費用
業務費
教育経費 381,969,425
研究経費 1,624,731,276
教育研究支援経費 1,517,196,410
受託研究費 1,407,980,642
受託事業費 90,000
役員人件費
常勤職員給与 84,783,175
非常勤職員給与 2,640,000 87,423,175

教員人件費
常勤教員給与 1,966,048,339
非常勤教員給与 188,959,121 2,155,007,460

職員人件費
常勤職員給与 1,066,343,329
非常勤職員給与 81,430,840 1,147,774,169 8,322,172,557

一般管理費 509,514,969
財務費用
支払利息 32,118,862
為替差損 176,431 32,295,293

雑損 1,155
経常費用合計 8,863,983,974

経常収益
運営費交付金収益 5,744,439,191
授業料収益 543,993,300
入学金収益 109,895,400
検定料収益 37,206,800
受託研究料等収益
国からの受託研究等収益 712,427,407
その他からの受託研究等収益 719,952,206 1,432,379,613

受託事業等収益
国からの受託事業等収益 0
その他から受託事業等収益 90,000 90,000

寄附金収益 231,947,813
科学研究費補助金等間接経費収益 114,451,292
財務収益
受取利息 187,290
為替差益 448,019 635,309

雑益
財産貸付料収入 87,349,396
刊行物等売払収益 402,480
手数料収益 291,960
公開講座等収益 698,400
知的所有権収益 4,209,000
学生宿舎共益費収益 27,868,500
その他雑益 3,189,516 124,009,252

資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金等戻入 9,182,950
資産見返寄附金戻入 22,240,945
資産見返物品受贈額戻入 851,187,078 882,610,973
経常収益合計 9,221,658,943
経常利益 357,674,969

臨時損失
固定資産除却損 5,537,250
その他臨時損失 10,403 5,547,653

臨時利益
物品等受贈益 74,439,781
債権受贈益 17,907,000
その他臨時利益 4,089,000 96,435,781

当期純利益 448,563,097
目的積立金取崩額 0
当期総利益 448,563,097

損益計算書
自　平成１６年０４月０１日
至　平成１７年０３月３１日
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（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 -2,128,297,611

人件費支出 -3,684,157,719

その他の業務支出 -308,698,920

運営費交付金収入 6,143,545,000

授業料収入 437,245,900

入学金収入 114,125,400

検定料収入 37,206,800

受託研究等収入 1,444,285,493

受託事業等収入 90,000

寄附金収入 701,896,645

その他の業務収入 235,651,734

預かり金収入 908,911,527

預かり金支出 -894,898,211

科学研究費等補助金収入 1,757,732,941

科学研究費等補助金支出 -1,676,577,782

業務活動によるキャッシュ・フロー 3,088,061,197

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 -644,976,668

施設費による収入 503,079,480

小計 -141,897,188

利息及び配当金の受取額 187,290

投資活動によるキャッシュ・フロー -141,709,898

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 -991,149,868

小計 -991,149,868

利息の支払額 -29,268,167

財務活動によるキャッシュ・フロー -1,020,418,035

Ⅳ 資金に係る換算差額 －

Ⅴ 資金増加額（又は減少額） 1,925,933,264

Ⅵ 資金期首残高 －

Ⅶ 資金期末残高 1,925,933,264

キャッシュ・フロー計算書

（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

4



注　記

（単位：円）

Ⅰ．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

　現金及び預金 1,925,933,264

Ⅱ．重要な非資金取引

１．現物出資の受入等による資産の取得

　（１）現物出資の受入 20,579,283,163

　（２）無償譲与による資産の増加 3,185,825,314

２．ファイナンス・リースによる資産の取得 2,815,389,385
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Ⅰ　当期未処分利益 448,563,097

当期総利益 448,563,097

Ⅱ　利益処分額

積立金

研究教育の質の向上及び組織運営改善積立金 448,563,097 448,563,097

利益の処分に関する書類（案）
（平成　　年　　月　　日）

国立大学法人法第３５条において準用す
る独立行政法人通則法第４４条第３項に
より文部科学大臣の承認を受けようとす
る額
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（単位　：　円）

Ⅰ 業務費用

（１）損益計算上の費用

業務費 8,322,172,557

一般管理費 509,514,969

財務費用 32,295,293

雑損 1,155

臨時損失 5,547,653 8,869,531,627

（２）（控除）自己収入等

授業料収益 -543,993,300

入学料収益 -109,895,400

検定料収益 -37,206,800

受託研究等収益 -719,952,206

受託事業等収益 -90,000

寄附金収益 -231,947,813

財務収益 -635,309

雑益 -118,809,892

資産見返寄附金戻入 -22,240,945 -1,784,771,665

　業務費用合計 7,084,759,962

Ⅱ 損益外減価償却相当額 1,312,352,611

Ⅲ 引当外退職給付増加見積額 78,785,763

Ⅳ 機会費用

国又は地方公共団体の無償又は減額され 48,654,520

た使用料による貸借取引の機会費用

政府出資の機会費用 266,967,514

無利子又は通常よりも有利な条件による

融資取引の機会費用 22,908,362 338,530,396

Ⅴ （控除）国庫納付額 0

Ⅵ 国立大学法人等業務実施コスト 8,814,428,732

注） １．国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法

近隣または類似の賃貸料等を参考に計算しています。

２．政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

新発１０年国債の平成１７年３月末利回りを参考に１．３２％で計算しています。

３．国等からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した利率

新発１０年国債の平成１７年３月末利回りを参考に１．３２％で計算しています。

国立大学法人等業務実施コスト計算書

（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）
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注　記　事　項

Ⅰ．重要な会計方針

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

　　　期間進行基準を採用している。

　　　なお、退職一時金については費用進行基準を採用している。

２．減価償却の会計処理方法

（１）   有形固定資産

定額法を採用している。

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としており、主な資産の耐用年数は以下のとおりであ
る。

　建物　　　　　　　　　　　7～50年

　構築物　　　　　　　　　　3～60年

　機械及び装置　　　　　　　4～17年

　工具、器具及び備品　　　　2～15年

　車両その他の陸上運搬具　　2～17年

なお、減価に対応すべき収益の獲得が予定されないものとして特定された資産の減価償却相当額について
は、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示している。

（２）   無形固定資産

　　　　 定額法を採用している。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5年）に基づいて
いる。

　

３．退職給付等に係る引当金及び見積額の計上基準

（１）   退職給付引当金

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上
していない。

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、国立大学法人
会計基準第８４第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上してい
る。

（２）   徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準

　　　　　将来の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により計上している。

（３）   賞与引当金

運営費交付金により財源措置がされない教職員に対する賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額
のうち当事業年度の負担額を計上している。

４．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　評価基準　低価法

　　　評価方法　移動平均法

５．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法

（１）   国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

近隣または類似の賃貸料等を参考に計算しています。
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（２）   政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

新発10年国債の決算日における利回りにより計算している。

（３）   国等からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した利率

新発10年国債の決算日における利回りにより計算している。

６．リース取引の会計処理方法

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に
準じた会計処理によっている。

７．消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっている。

８．附属明細書の表示単位

　　　附属明細書は、千円未満を四捨五入している。

Ⅱ．重要な債務負担行為

　　該当事項はありません。

Ⅲ．重要な後発事項

　　　該当事項はありません。　　　　　　
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（１）　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細・・・・・・・・・・１１

（２）　たな卸資産の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

（３）　無償使用国有財産の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

（４）　ＰＦＩの明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・該当なし

（５）　有価証券の明細

（５）－１　流動資産として計上された有価証券・・・・・・・・・・・・・・該当なし

（５）－２　投資その他の資産として計上された有価証券・・・・・・・・・・該当なし

（６）　出資金の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・該当なし

（７）　長期貸付金の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・該当なし

（８）　借入金の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

（９）　国立大学法人債の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・該当なし

（10）－１　引当金の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３

（10）－２　貸付金等に対する貸倒引当金の明細・・・・・・・・・・・・・・１３

（10）－３　退職給付引当金の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・該当なし

（11）　保証債務の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・該当なし

（12）　資本金及び資本剰余金の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３

（13）　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

（13）－１　積立金の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・該当なし

（13）－２　目的積立金取崩しの明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・該当なし

（14）　業務費及び一般管理費の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４

（15）　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

（15）－１　運営費交付金債務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６

（15）－２　運営費交付金収益・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６

（16）　国等からの財源措置の明細

（16）－１　施設費の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６

（16）－２　補助金等の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・該当なし

（17）　役員及び教職員の給与の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６

（18）　開示すべきセグメント情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・該当なし

（19）　寄附金の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７

（20）　受託研究の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７

（21）　共同研究の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７

（22）　受託事業等の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７

（23）　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細・・・・・・・・・・１８

平成１６事業年度決算　附属明細書　　－　目次　－
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（単位：千円）

譲与 取得 当期償却額 当期償却額

建物 - - 81,856 - - 81,856 1,908 1,908 79,948

構築物 - - 4,499 - - 4,499 56 56 4,443

機械及び装置 - - - - - - - - -

工具・器具及び備品 - 5,059,238 1,170,879 236,009 230,472 5,994,107 1,824,204 1,824,204 4,169,903

図書 - 421,902 35,845 797 797 456,950 - - 456,950

車両その他の陸上運搬具 - 10,625 1,200 - - 11,825 1,935 1,935 9,890

計 - 5,491,764 1,294,279 236,807 231,269 6,549,237 1,828,103 1,828,103 4,721,134

建物 17,630,271 - 9,975 - - 17,640,246 936,607 936,607 16,703,639

構築物 827,674 - - - - 827,674 66,564 66,564 761,110

機械及び装置 242,328 - - - - 242,328 22,997 22,997 219,331

工具・器具及び備品 1,135,053 - - - - 1,135,053 286,185 286,185 848,868

計 19,835,326 - 9,975 - - 19,845,301 1,312,353 1,312,353 18,532,948

土地 743,958 - 493,104 - - 1,237,062 - - 1,237,062

美術品・収蔵品 - 20,414 - - - 20,414 - - 20,414

計 743,958 20,414 493,104 - - 1,257,475 - - 1,257,475

特許権 - 19,056 12,115 3,716 - 27,455 - - 27,455

ソフトウェア - 42,558 55,815 15,894 - 82,478 - - 82,478

計 - 61,614 67,930 19,611 - 109,933 - - 109,933

電話加入権 - 384 - - - 384 - - 384

計 - 384 - - - 384 - - 384

土地 743,958 - 493,104 - - 1,237,062 - - 1,237,062

建物 17,630,271 - 91,831 - - 17,722,102 938,515 938,515 16,783,588

構築物 827,674 - 4,499 - - 832,173 66,620 66,620 765,553

機械及び装置 242,328 - - - - 242,328 22,997 22,997 219,331

工具・器具及び備品 1,135,053 5,059,238 1,170,879 236,009 230,472 7,129,159 2,110,389 2,110,389 5,018,771

図書 - 421,902 35,845 797 797 456,950 - - 456,950

美術品・収蔵品 - 20,414 - - - 20,414 - - 20,414

車両その他の陸上運搬具 - 10,625 1,200 - - 11,825 1,935 1,935 9,890

その他有形固定資産 - - 24,334 - - 24,334 - - 24,334

計 20,579,283 5,512,178 1,821,693 236,807 231,269 27,676,347 3,140,456 3,140,456 24,535,892

特許権 - 19,056 12,115 3,716 - 27,455 - - 27,455

ソフトウェア - 42,558 55,815 15,894 - 82,478 - - 82,478

電話加入権 - 384 - - - 384 - - 384

その他無形固定資産 - 70,614 22,240 22,587 - 70,267 - - 70,267

計 - 132,613 90,170 42,197 - 180,585 - - 180,585

非償却
資産

有形固
定資産
合計

無形固
定資産
合計

有形固
定資産
（償却費
損益内）

有形固
定資産
（償却費
損益外）

非償却
資産

無形固定
資産（償却
費損益内）

（１）固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８３　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も
　　含む。）の明細

資産の種類
期首残高
（政府出資）

当期増加額 当期減少額
期末残高

減価償却累計額 差引当期末
残　　　　高

摘要
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（２）たな卸資産の明細

当期購入・製
造・振替 その他 払出・振替 その他

貯蔵品 - 4,124 - 1,901 0 2,223
計 - 4,124 - 1,901 0 2,223

（３）無償使用国有財産等の明細

区分 種別
面積
（㎡）

構造
機会費用の
金額（千円）

摘要

建物
国家公務員
合同宿舎

1,681 ＲＣ 29,820
自動車保管
場所含む

小計 29,820

工具、器具
及び備品

パソコン　外 18,387

小計 18,387

ソフトウェア
汎用システ
ム

447

小計 447
48,655

（８）借入金の明細

区分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 平均利率（％） 返済期限 摘要
１３年度借入金 39,157 - 39,157 - 0 ＊１

１４年度借入金 1,706,114 - 568,705 1,137,409 0 平成１９年度 ＊２

計 1,745,271 - 607,862 1,137,409

＊１　当期減少については、１７年度及び１８年度分償還予定分を１６年度に返済したため。
＊２　当期減少については、１７年度償還予定額を長期借入金から短期借入金への振替のため。

(単位：千円）   

注）　該当案件は、日本電信電話株式会社の株式の売買収入の活用による社会資本の整備の促進に関する特

合計

所在地

奈良県奈良市学園大和町
5-730　外

奈良県生駒市高山町8916-5
奈良先端科学技術大学院大学
情報科学研究科　外

奈良県生駒市高山町8916-5
奈良先端科学技術大学院大学
事務局

(単位：千円）

種類 期首残高
当期増加額 当期減少額

期末残高 摘要
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（１０）－１　引当金の明細
(単位：千円）

目的使用 その他
賞与引当金 － 3,565 － － 3,565

合計 － 3,565 － － 3,565

（１０）－２　貸付金等に対する貸倒引当金の明細

期首残高 当期増加額 期末残高 期首残高 当期増加額 期末残高
未収学生納付金収入 － 17,963 17,963 － － －
未収入金 － 42,333 42,333 － － －

計 － 60,296 60,296 － － －

注）　　上記引当金における算出方法は１．重要な会計方針に注記しております。　　
　　　　なお、当期の計上はありません。

（１２）資本金及び資本剰余金の明細

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
資本金 政府出資金 18,814,433 - - 18,814,433

資本剰余金
　　施設費 - 503,079 - 503,079
　　補助金等 - 58,736 - 58,736
　　無償譲与 - 20,798 - 20,798

計 - 582,613 - 582,613
損益外減価償却累計額 - 1,312,353 - 1,312,353
差引計 - -729,740 - -729,740

ＮＴＴ無利子借入金の償還

国からの非償却資産の承継

(単位：千円）

区分 摘要

資本剰余金

(単位：千円）

区分
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

摘要

施設費による資産の取得

期末残高 摘要区分 期首残高 当期増加額
当期減少額
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（１４）業務費及び一般管理費の明細
（単位：千円）　

教育経費
消耗品費 82,645
備品費 20,647
雑誌費 1,325
印刷製本費 11,249
水道光熱費 19,661
旅費交通費 21,635
通信運搬費 1,058
賃借料 120,793
保守費 11,161
修繕費 12,233
損害保険料 1,144
行事費 10,434
諸会費 1,100
会議費 44
報酬・委託・手数料 14,302
奨学費 35,738
減価償却費 5,365
貸倒損失 1,042
雑費 10,394 381,969

研究経費
消耗品費 177,281
備品費 111,932
雑誌費 5,442
印刷製本費 4,319
水道光熱費 219,700
旅費交通費 86,534
通信運搬費 9,628
賃借料 116,331
車両燃料費 34
保守費 19,346
修繕費 33,009
損害保険料 2,114
行事費 366
諸会費 8,752
会議費 1,766
交際費 309
報酬・委託・手数料 14,915
減価償却費 773,635
雑費 39,317 1,624,731

教育研究支援経費
消耗品費 45,613
備品費 37,761
雑誌費 30,086
印刷製本費 1,101
水道光熱費 77,355
旅費交通費 738
通信運搬費 20,793
賃借料 62,532
保守費 58,141
修繕費 9,005
損害保険料 196
行事費 30
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諸会費 149
報酬・委託・手数料 1,113
減価償却費 1,166,652
雑費 5,932 1,517,196

受託研究費 1,407,981
受託事業費 90
役員人件費

役員報酬 58,850
賞与 20,694
退職給付費用 1,604
法定福利費 6,276 87,423

教員人件費
常勤職員給与
給料 1,242,115
賞与 468,070
退職給付費用 50,405
法定福利費 205,458 1,966,048

非常勤職員給与
給料 182,097
賞与 1,130
退職給付費用 412
法定福利費 5,320 188,959 2,155,007

職員人件費
常勤職員給与
給料 726,382
賞与 221,267
退職給付費用 1,684
法定福利費 117,010 1,066,343

非常勤職員給与
給料 70,312
賞与 946
賞与引当金繰入 3,565
退職給付費用 226
法定福利費 6,381 81,431 1,147,774

一般管理費
消耗品費 32,069
備品費 9,381
雑誌費 9,563
印刷製本費 5,738
水道光熱費 10,874
旅費交通費 19,770
通信運搬費 7,879
賃借料 57,875
車両燃料費 317
保守費 199,246
修繕費 32,897
損害保険料 2,824
広告宣伝費 7,010
行事費 6,711
諸会費 4,192
会議費 275
交際費 116
報酬・委託・手数料 41,673
租税公課 28,424
減価償却費 18,970
雑費 13,710 509,515
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（１５）運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細
（１５）－１　運営費交付金債務

運営費交 資産見返運 建設仮勘定見返

付金収益 営費交付金 運営費交付金

平成１６年度 － 6,143,545 5,744,439 281,896 44,038 － 6,070,373 73,172
合計 － 6,143,545 5,744,439 281,896 44,038 － 6,070,373 73,172

注）　期末残高内訳
　　　退職手当執行残高　　　73,171,996円

（１５）－２　運営費交付金収益

（１６）運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細
（１６）－１　施設費の明細

その他
493,104 －
9,975 －

503,079 －

（１７）役員及び教職員の給与の明細
（単位：千円、人）

区　分

役　員

教職員

合　計

注）　１． 支給人員数は、年間平均支給員数で算出しています。
　  　 ２． 役員に対する報酬等の支給基準は、本学役員報酬規程を定めています。
　  　 ３． 教職員に対する給与の支給基準は、本学教職員給与規程を定めています。
　  　 ４． 退職手当の支給基準は、本学役員退職手当規程及び教職員退職手当規程を定めています。
　  　 ５． 非常勤の役員及び教職員に対する支給額・支給員数は、上段（　）に外数で記載しています。

(単位：千円）

合　計
53,692

5,690,747

5,744,439

16年度交付分
53,692

5,690,747

0

( 638 )
53,692  

( 0 )
1  
( 8 )
10  

( 8 )
11  

( 332 )
391  

退職給付報酬又は給与
支　給　額 支給人員

( 0 )
1,604  
( 638 )
52,089  

( 2 )
5  
( 330 )
386  

支　給　額 支給人員

業務等区分
退職給付
その他の業務

合　計

左記の会計処理内訳
建設仮勘定見返施設費

－

(単位：千円）

( 2,640 )
83,180  
( 269,752 )
2,980,303  

( 272,392 )
3,063,483  

493,104
9,975

503,079

不動産購入費
営繕事業

計

－
－

当期交付額 摘要区分
資本剰余金

(単位：千円）

交付年度 期首残高
交付金当期
交付額

当期振替額
期末残高

資本剰余金 小計
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（１９）寄附金の明細

区分 当期受入 件数

（千円） （件）

奈良先端科学技術大学院大学 148,760 94

合計 148,760 94

（２０）受託研究の明細

区分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

奈良先端科学技術大学院大学 － 1,259,072 1,247,161 11,911

合計 － 1,259,072 1,247,161 11,911

（２１）共同研究の明細

区分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

奈良先端科学技術大学院大学 － 186,121 185,218 903

合計 － 186,121 185,218 903

（２２）受託事業等の明細

区分 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高

奈良先端科学技術大学院大学 － 90 90 －

合計 － 90 90 －

(単位：千円）

(単位：千円）

(単位：千円）

摘要
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（２３）上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

①　現金及び預金の内訳 (単位：千円）

区分 金　額 備　　　考

現金 1,070

普通預金 1,885,632

郵便貯金 39,232

合計 1,925,933

②　未払金の内訳 (単位：千円）

区分 金　額 備　　　考

退職手当 50,358

リース料 1,019,237

奈良先端科学技術大学院大学用地 216,104

高機能ゲノムデータ処理システム 88,935

その他 564,374

合計 1,939,008

③　長期未払金の内訳 (単位：千円）

区分 金　額 備　　　考

リース料 1,037,649

合計 1,037,649

18




